
  

全 員 協 議 会 

 

日 時  令和５年９月２７日（水） 

午前９時３０分から 

場 所  議場 

 

付議事項 

 議運決定事項について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第５６回議運決定事項 
 

令和５年９月２１日（木） 

 

１ 議会アドバイザー江藤俊昭氏による議員研修について 

  以下のとおり行うことした。なお、開始時間及び内容は現時点での予定で

ある。 

ア 日時 令和５年１０月３０日（月）午前１０時から午後０時まで 

 イ 場所 大会議室 

 ウ 内容 令和の市議会の在り方（仮題） 

      ・ 議会での政策提言の在り方・方法 

      ・ 議会改革について（議会活動の強化と推進） 

      ・ 一般質問の在り方など 

 

２ 令和５年第３回（９月）定例会に関する事項について 

(1) 特別委員会の所管事務調査報告について 

  デジタル化推進特別委員会からの所管事務調査報告を本会議最終日に行

うこととした。 

(2) 特別委員会の最終報告について 

  デジタル化推進特別委員会からの最終報告を本会議最終日に行うことと

した。 

(3) 議事日程の変更案については、次のとおりとした。 

９ ２７ 水 午前１０時 本会議 

・特別委員会の所管事務調査報告 

・特別委員会の最終報告 

・付託案件に対する委員長報告、質疑、 

討論及び採決 

・議員派遣について 

・閉会中の調査事項について 

 

３ １２月定例会日程案について 

資料１のとおりとした。 

 



 

 

４ 申し合わせ事項の改正について 

資料２のとおり改正することとした。 

 

５ 本市議会が委員会発議による要望書を提出する場合の取扱いについて 

所管の委員会から議長宛てに要望書案が提出された場合には、議長の諮

問により、議会運営委員会が当該要望書案を提出することの適否を審査す

ることとした。 

また、同日付けで議長から資料３の要望書案について諮問されたので審

査した結果、当該要望書案を資料３－２のとおりに修正すべき旨を答申し

た。 

 

６ モニター意見について 

  次の意見に対して、次のとおり回答することとした。 

モニター意見 ・市長の答弁を引き出せるように、議員研修などに力を入

れ、議員の能力を上げていってほしい。 

議会運営委員

会の回答案 

・市長の答弁を引き出す必要があるか否かについては、各

議員の考えによります。 

議員の能力向上については、これまでも山口県市議会議

長会の研修をはじめ、さまざまな研修に取り組んできたと

ころですが、このたび新たに議会アドバイザーによる研修

も考えております。 

市民からの負託に応え続けられるように、本市議会は引

き続き議員の能力向上に努めます。 

 



資料１

月 日 曜日 日程 備考

１１ ２０ 月

２１ 火

２２ 水

２３ 木 （勤労感謝の日）

２４ 金 告示

２５ 土

２６ 日

２７ 月 一般質問通告締切

２８ 火 議運

２９ 水

３０ 木

１２ １ 金 本会議初日

２ 土

３ 日

４ 月 ２委員会・分科会 総務、民福

５ 火 委員会・分科会 産建

６ 水 委員会予備日

７ 木 一般質問

８ 金 一般質問

９ 土

１０ 日

１１ 月 一般質問

１２ 火 一般質問

１３ 水 一般質問

１４ 木 休会（議事整理日）

１５ 金 一般会計予算決算常任委員会全体会

１６ 土

１７ 日

１８ 月 休会（議事整理日）

１９ 火 本会議最終日

２０ 水

令和５年第４回（１２月）定例会日程案

会期 令和５年１２月１日から１２月１９日までの１９日間



資料２ 

 

申し合わせ事項新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

（登庁又は退庁の通告） 

９ 議員の登庁又は退庁の通告は、議員控室に備付けの出

退表示器を用いて、次の各号に掲げる通告に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める方法により行う。 

(1) 登庁 議員在席表示盤中の自己の氏名を点灯させ

る。 

(2) 退庁 議員在席表示盤中の自己の氏名を消灯させ

る。 

 

 

(定例会の休会) 

20 定例会における休会(市の休日を除く。)は、原則とし

て次のとおりとする。 

(1) 施政方針演説の行われる定例会の招集日の翌日 

(2) 定例会の最後の一般会計予算決算常任委員会全体会

の前日は、議事整理のための休会とする。ただし、新

（参集通告） 

９ 議員の参集の通告は、議員控室に備付けの出退表示器

のボタンを押し、議員在席表示盤に点灯することにより

行う。また、議会以外の登庁の場合も同様とする。 

 

 

 

 

 

 

(定例会の休会) 

20 定例会における休会(市の休日を除く。)は、原則とし

て次のとおりとする。 

(1) 施政方針演説の行われる定例会の招集日の翌日 

(2) 定例会の最終日の前日は、議事整理のための休会と

する。ただし、新年度予算に係る定例会においては当



年度予算に係る定例会においては当該休会の日の前日

も休会とし、決算審査に係る定例会においては当該休

会の日前２日間も休会とする。 

(3) 定例会の最終日の前日は、議事整理のための休会と

する。 

 

 

（議員提出議案の提出者等） 

25 議員提出議案の提出者及び賛成者については、その議

案が付託されると予測される委員会の委員長又は複数の

委員が当たらないものとする。 

 

（議員提出議案の提出期限） 

26 議員提出議案は、議運が付託先の委員会を決定するの

で、その提出期限は、原則として定例会に関する議運の

前日までとする。ただし、全議員一致の議案については、

この限りではない。 

 

（全議員一致の議案の提出者等） 

該休会の日の前日も休会とし、決算審査に係る定例会

においては当該休会の日前２日間も休会とする。 

 

(3) 市立の小学校及び中学校の卒業式の日は、原則とし

て休会とする。 

 

 

（議員提出の議案の提出者等） 

25 議員提出の議案の提出者及び賛成者については、その

議案が付託されると予測される委員会の委員長又は複数

の委員が当たらないものとする。 

 

（議員提出の議案の提出期限） 

26 議員提出の議案は、全議員一致となるもの以外は委員

会に付託するので、その提出期限は原則として定例会に

関する議運の前日までとし、委員会に付託するか全議員

一致とするかを議運で決定する。 

 

（全議員一致の議案の提出者等） 



27 議員提出議案のうち、全議員一致の議案については、

副議長が提出者、議運の委員全員が賛成者となり、本会

議に提出する。この場合、事前に全協で了解を求める。 

なお、上程日に副議長が議長の職務を行う場合は、議

運の委員長が提出者、他の議運の委員全員が賛成者とな

る。 

 

 

（質疑） 

59-1 委員会に付託される議案についての質疑は、付託先

の委員会に属する議員がしないものとする。ただし、委

員会において分科会を設置し、分科会の所管の区分ごと

に質疑を行う場合は、当該分科会に属する議員がしない

ものとする。 

 -2 委員会に付託される議案について、２以上の事項に

わたって質疑を行う場合には、次の各号に掲げる会議等

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める形式により行

う。 

  (1) 本会議 一括質疑 

27 議員提出の議案のうち、全議員一致の議案については、

副議長が提出者、議運の委員全員が賛成者となり、本会

議に提出する。この場合、事前に全協で了解を求める。 

なお、上程日に副議長が議長の職務を行う場合は、議

運の委員長が提出者、他の議運の委員全員が賛成者とな

る。 

 

 

（質疑） 

59 委員会に付託される議案についての質疑は、付託先の

委員会に属する議員がしないものとする。ただし、委員

会において分科会を設置し、分科会の所管の区分ごとに

質疑を行う場合は、当該分科会に属する議員がしないも

のとする。 

 

 

 

 

 



  (2) 本会議以外のもの 一問一答 

 

 

（新年度予算資料の配布及び説明） 

61 新年度予算の記者会見の前に、全議員に同じ資料を配

布し、概要の説明を受けるものとする。 

 

 

67 削除 

 

 

 

 

（一般質問の順序） 

77 一般質問の順序は、一般質問通告書提出時に抽選を行

い、その数字の若番からとする。 

ただし、会期案を決定する議運までに議員から順番の

変更の申し出があった場合、変更することが妥当である

と議長が認めたときは、当該順番を変更することができ

 

 

 

（新年度予算資料の配布及び説明） 

61 新年度予算の記者会見の前に、全協で同じ資料を配布

し、概要の説明を受けるのが例である。 

 

 

67 委員長報告への質疑に対して、執行部に答弁させるこ

とが審議の上で便宜であると認め、執行部に答弁させた

例がある。 

 

 

（一般質問の順序） 

77 一般質問の順序は、一般質問通告書提出時に抽選を行

い、その数字の若番からとする。 

ただし、会期案を決定する議運までに議員から順番の

変更の申し出があった場合、変更することが妥当である

と正副議長が認めたときは、当該順番を変更することが



る。 

 

 

 

81 削除 

 

 

 

 

 

103 削除 

 

 

（委員会への副議長の出席） 

110 副議長は、委員会に出席し、発言することができる。 

 

 

（現職議員の逝去） 

126 現職議員が逝去されたときは、直近の本会議初日開会

できる。 

 

 

（通告書に記載していない一般質問） 

81 一般質問において、通告書に記載した質問内容以外に

質問しようとするときは、事前に議長に届出をし、許可

を得る。 

 

 

（委員会の会議時間） 

103 委員会の会議時間は、本会議の会議時間に準じる。 

 

 

（委員会への議長、副議長の出席） 

110 委員会には、議長及び副議長が出席する。 

 

 

（現職議員の逝去） 

126 現職議員が逝去されたときは、直近の本会議初日開会



前に遺族からあいさつを受ける。 

 

 

 

（合同葬の執行） 

127 現職議員又は議員であった者が逝去され、他の団体か

ら議会に対し、合同葬の要請があった場合は、合同葬の

執行団体となる。ただし、政党だけからの要請の場合は、

花輪、生花等供花料にとどめる。 

 

 

（会派の成立要件） 

128 会派は、３人以上の議員又は同一の政党（政党助成法

第２条の政党をいう。以下同じ。）に属する２人の議員（当

該政党に係る公職選挙法第８６条の４第４項の証明書を

添えて立候補の届出をした者に限る。）で組織し、議長に

届け出たものとする。 

 

 

前に全協において遺族からあいさつを受け、本会議にお

いて、家族を傍聴席に招き、議席に花束を供え、１分間

の黙とうをささげるのが例である。 

 

（合同葬の執行） 

127 現職議員又は議員であった者が逝去され、他の団体か

ら議会に対し、合同葬の要請があった場合は、合同葬の

執行団体となるのが例である。ただし、政党だけからの

要請の場合は、花輪、生花等供花料にとどめるのが例で

ある。 

 

（会派の成立要件） 

128 会派は、３人以上の議員で組織し、議長に届け出たも

のとする。 

 

 

 

 

 



（部長等の退職による挨拶） 

132 部長等（議場出席者に限る。）が、定年により退職し、

又は管理監督職勤務上限年齢による降任等する場合にお

いて挨拶をしたい旨の申出があったときは、本会議終了

後において挨拶をさせる。 

 

 

（委員会視察等） 

134 視察は、委員会視察、政務活動費を使用する視察、政

務活動費を使用しない視察の区分で、次のとおり行うも

のとする。 

(1) 委員会視察は、原則として委員会単位で行う。ただ

し、やむを得ない場合は個人でも許可する。 

(2) 委員会視察の回数分割は、原則として１年度につき

２回までとする。 

(3) 政務活動費を使用する視察及び政務活動費を使用し

ない視察は、会派又は個人単位で行う。 

 (4) 委員会視察の報告は本会議において行い、政務活

動費を使用する視察の報告は、全協において行う。 

（部長等の退職による挨拶） 

132 部長等（議場出席者に限る。）が退職する場合において

挨拶をしたい旨の申出があったときは、本会議終了後に

おいて挨拶をさせる。 

 

 

 

（委員会視察等） 

134 視察は、委員会視察、政務調査研究視察の区分で、次

のとおり行うものとする。 

 

(1) 委員会視察は、原則として委員会単位で行う。ただ

し、やむを得ない場合は個人でも許可する。 

(2) 委員会視察の回数分割は、原則として１年度につき

２回までとする。 

(3) 政務調査研究視察は、会派又は個人単位で行う。 

 

 (4) 委員会視察の報告は本会議において行い、政務調査

研究視察の報告は、全員協議会において行う。 



 

 

（タブレット端末導入に伴う申し合わせ事項の読替

え） 

135 本会議、委員会、全協その他議長が認める会議で使用

する文書は、可能な限り紙媒体に代えて電子媒体を用い

るものとする。この場合において、本申し合わせ事項中

「議席に配布」とあるのは「議員に送付」と、それ以外に

「配布」とあるのは「送付」と、「印刷製本」又は「印刷」

とあるのは「作成」と読み替えるものとする。 

 

 

 





「公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学に関する要望書」（案） 

 

公立大学の役割の一つである「地域貢献」には、地場産業の育成も含まれて

おり、市内の企業と共同研究等の連携を密にしながら、これまでも公立大学の

役割を果たしてこられた。 

しかし、このたび、本市議会が所管事務調査を行った結果、市内業者への発

注数が市外業者への発注数に比べて大幅に少ないこと、大学の契約において、

複数者の見積り合わせを行う場合に、安易に市内業者以外の業者を参加させて

いることなどが明らかになった。 

ついては、できる限り大学内の事務契約は市内業者を優先しつつ、市内業者

の受注機会の確保及び市内業者の育成のために、市内業者への優先発注を推進

するとともに、市内業者の自主的な努力を助長し、公正な競争が行われるよう

配慮していただくべく、下記事項について迅速に取り組まれるよう要望する。 

記 

１ 関係法令を遵守し、契約の競争性、公平性及び透明性を確保しつつ、公立

大学の役割の一つである「地域貢献」を進めるため、市内業者の受注機会を

確保し、市内企業の育成及び地域経済の活性化を図るべく、大学が行う発注

や契約については、市内業者を優先する方針を定めること。 

２ 適正な競争原理を確保し、優先して市内業者に発注するためには、市内業

者を把握する必要があることから、市、商工会議所等と密接に連携し、市内

業者の把握に努めること。 

３ 大学が行う契約において、その発注、契約状況を集計し、市内業者が優先

されているかどうかを定期的に確認し、実施状況を把握すること。 

４ 大学が行う契約において、市内業者以外の業者に発注する場合には、明確

な理由を示すようにすること。 

５ 大学の全ての教員及び事務職員に対し、優先して市内業者に発注すること

や、契約する目的とその必要性について、研修等の機会を通じて効率的・効

果的に周知徹底に努めること。 

 

令和５年９月 日 

 

山陽小野田市議会   



資料３－２ 

「公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学に関する要望書」（案） 

 

公立大学の役割の一つである「地域貢献」には、地場産業の育成も含まれて

いる。公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学（以下「大学」という）

は、市内の企業と共同研究等の連携を密にしながら、これまでも公立大学の役

割を果たしてこられた。 

しかし、このたび、本市議会が所管事務調査を行った結果、市内業者への発

注数が市外業者への発注数に比べて大幅に少ないこと、大学の契約において、

複数者の見積り合わせを行う場合に、安易に市内業者以外の業者を参加させて

いることなどが明らかになった。 

ついては、できる限り大学内の事務契約は市内業者を優先しつつ、市内業者

の受注機会の確保及び市内業者の育成のために、市内業者への優先発注を推進

するとともに、市内業者の自主的な努力を助長し、公正な競争が行われるよう

配慮していただくべく、下記事項について迅速に取り組まれるよう要望する。 

記 

１ 関係法令を遵守し、契約の競争性、公平性及び透明性を確保しつつ、公立

大学の役割の一つである「地域貢献」を進めるため、市内業者の受注機会を

確保し、市内企業の育成及び地域経済の活性化を図るべく、大学が行う発注

や契約については、市内業者を優先する方針を定めること。 

２ 適正な競争原理を確保し、優先して市内業者に発注するためには、市内業

者を把握する必要があることから、市、商工会議所等と密接に連携し、市内

業者の把握に努めること。 

３ 大学が行う契約において、その発注、契約状況を集計し、市内業者が優先

されているかどうかを定期的に確認し、実施状況を把握すること。 

４ 大学が行う契約において、市内業者以外の業者に発注する場合には、明確

な理由を示すようにすること。 

５ 大学の全ての教員及び事務職員に対し、優先して市内業者に発注すること

や、契約する目的とその必要性について、研修等の機会を通じて効率的・効

果的に周知徹底に努めること。 

 

令和 年 月 日 

 

山陽小野田市議会   

議長 髙 松 秀 樹 


